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将来構想委員会では、昨年度開催した各箇所教員図書委員会との懇談会に引
き続き、各研究科院生との懇談会を開催した(懇談会報告は「ふみくらJNo.55 
に掲載)。そこでは、資料収集、開館時間、貸出・返却、資料配置、コピー、資
料の整理や保管、システム等日頃利用して感じていることが幅広く要望や意見
として出された。
これらの意見のうち、とくに開館時間の延長について、西早稲田キャンパス
院生の利用が多い高田早苗記念研究図書館の時間延長を具体的に検討した。そ
してこの 4月より高田記念図書館を 1時間夜間延長し、 9時から22時まで開館
することとした。教員図書委員会や大学院生との懇談は、利用者の意見を聞き、
また図書館の説明も直接行-える大変貴重な試みであり、今後もこのような機会
を持つ予定である。
「早稲田大学の課題と将来構想Jが発行・されて 2年が経過した。「将来構想、j
で明らかにした具体的日常業務の改善は一定程度進捗してきているが、そこで
述べた情報化については、変化の激しさもあり今一度見直し、新たな展望を出
さなければならないと考えている。次期WINEについて具体的検討が本格化し
てきた時でもあり、次期WINEと絡めた展望を出すつもりである。
1996年度は28件の資料購入申請があり、資料委員会において慎重に審議の上、
23件について購入を決定した。また、前年度申請の 1件につき高額資料購入審
査会を開催、検討 のー結果見送りとした。購入を決定したものについては 「ふみ
くら」誌上において広報し、選書情報の公開につとめた。
資料委員会に属する各部会もそれぞれの活動を行った。蔵書管理部会は例年
3月に行う蔵書点検の運営にあたり、各書庫の現物調査を終えた。今年度の新
規欠本は中央図書館全体で410冊であり、前年度より漸減している。資料保存部
会は国会図書館の「保存フォーラムJをはじめ各種研修に参加し、保存問題へ
の国際的視野を深めた。本庄分館運営部会はひきつづき寄贈重複本を整備して、
海外の大学図書館等への寄贈体制を整えた。
広報活動としては 1)さまざまな印刷物による広報活動 2)館蔵資料を中心と
した展示による広報活動 3)上映会や講演会などの広報活動 4)オリエンテーシ
ョン・ WINE講習会などの利用者に「図書館の効果的な利用法」を女1ってもら
うための 4点を柱とした。(具体的な活動については別掲参照)
一方で早稲田大学図書館の取組みをリアルタイムに情報発信する必要からイ
ンターネ ット上に「図書館ホームページ」を開設した。①新着情報 ②図書館概
要 ③展示情報 ④刊行物 ⑤文庫・コレクション ⑥WINE(所蔵情報)⑦各館
案内(中央図書館、キャンパス図書館、部局図書室等)などが「いつでも、だ
れもが、どこからでも」見られるようになった。
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最大の検討課題は、夏休み明けから図書館が利用サービスを開始したFirst
Searchの提供方法についてであった。有料のデータベースを利用者に無料で提
供するという図書館にとっては初めての試みであり、様々な角度からの検討を
行った。特に、広報を重視するとともに、それぞれにニーズを異にする利用者
を対象とする各図書館が、その利用者にできるだけ公平で、、またできるだけ無駄
が左1:じない提供方法について検討した。このサービスは10月より開始している。
以前から検討ーしていた逐次刊行物サブシステム部分の主として表示関連の改
普を行なった。
典拠管理部会では、継続検討課題であったNDC9版について、 WINEの書誌
分類として全学的に採用することを決定した。それにともない、 コンパータ仕
様、書誌プールでの表示方法(8版と 9版との識別)等についても検討・して結
論を出した(詳細は記録を参照のこと)。配架分類については、基本的に各館ご
との|問題ではあるが、当者13会の場でも意見交換を行うなどした。なお、コンパ
ターの車阿部のつめやシステムへの反映時期などについて、OWSのメールを活用
してタイムリーな連絡を心がけた。
わ<1書館職員の研修参加は活発に行われた。蔵書内容や図書館業務についての
館内研修、図書館が主催あるいは共催し学内でおこなわれた研修は延べ21回を
数えた。これらの研修では、学内の教員が講師をつとめる例も多く、図書館資
料の咋門的解説は図書館職員の育成に大きな力となった。また、外部での研修
参加iも多数あった(詳細は本年報「研修受講者J参!!の。
語学教育研究所の外国語講座受講、図書館学講座受講も活発に行われた。
その他、|ヌ|書館の組織としてではなく、図書館職員を中心として自主研究会
が組織され、「多言語研究会j、「書誌学図書館情報学研究会」が活動を行った。
また職員有志が執筆し、 91年より続いていた「閃主新聞」紙上での書評「司書
が選んだ本jは本年2月で休止となった。
全'、戸情械化施策の一環として、 1996年6月に図書館システムの開発 ・運用業務
をメディアネットワークセンター (MNC)に移管したが、図書館としても標記
の委民会を組織し、今後の凶書館サービスに対応し得るシステムの検討ーを
MNCと共同で行なってきた。
これまで数年間にわたって館内の各種委員会やワーキンググループ等で検討
してきた成果を基に約150項日にまとめた要件を協力業者に提示し、次期システ
ムの機能として取り込むことを交渉している。 11月末から要件の内容 ・必要度
等について説明を始め、次期lシステムに取り込むか否か順次協議している。今
後さらに、利用者に対するサービスの向上や業務の効率化を実現させるべく、
'，-[1-(1ヌ|書館的な機能をも抗町'に入れ検討を続ける予定である。
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